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研究成果の概要（和文）：国際人権A規約13条「教育への権利」は人権として認識されねばならず、エンパワー
メントの権利であるとともに鍵となる権利でもある。日本政府は2012年に漸進的無償化原則に係る留保を撤回し
ており、憲法98条により誠実遵守の義務が生じている（2012年転換課題）。義務を遵守する「能力がない」こと
と「意志がない」ことは区別されるべきであり、教育無償化の義務を履行させるべく国家をモニターする市民の
活動が重要となっている。子育て教育を互恵的共同的に営む公費システムの拡充に向けた合意形成にむけて、国
の政策、都道府県・市町村の施策、法人の経営、民間の事業を組み合わせた「漸進的無償化プログラム」案を試
作した。

研究成果の概要（英文）：Article 13 of ICESCR stipulates the"Right to Education"as a human right. Its
 nature is not only an empowerment right but also a key right. The Japanese government withdrew its 
reservations for"in particular by the progressive introduction of free education"in 2012. Since 
article 98 of the Constitution of Japan provides an obligation to faithfully observe the treaty, the
 Japanese government has a task of switching its policy toward free education (2012 Conversion
Task). It should be distinguished between"inability to comply"and"unwillingness to comply". Citizen'
s activities to monitor the government are important to fulfill the 2012 Conversion Task. In order 
to form a consensus toward expanding the public expenses system which supports and promotes 
mutualistic cooperative child-care and education, we made a prototype for the progressive 
introduction of free education which combined national policies, prefectural/municipal measures, 
corporate management methods and private businesses.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本国憲法 26 条は１項で「教育を受ける
権利」を、2項で義務教育無償を定めている。
無償範囲について、憲法学では①授業料無償
説②無償範囲法定説③修学費無償説がある
が、義務教育でさえ教育基本法が国公立小中
学校の授業料不徴収を定めていることから、
授業料無償をベースに教科書の無償給与に
法定範囲が広がった状態が続いている。これ
に対して、自治体レベルで義務教育の無償範
囲をさらに拡充する動きが出るとともに、国
レベルでも 2010 年度から高校等授業料無償
化制度がスタートした。2012 年 9月には、国
際人権 A 規約 13 条（教育への権利）2 項(b)
中等教育・(c)高等教育の「無償教育の漸進
的導入 the progressive introduction of 
free education」に係る留保の撤回が行われ
た。このことにより、日本政府は「無償教育
の漸進的導入」原則に拘束され、具体策を講
ずる責任を負った（以下、2012 年転換課題）。 
２．研究の目的 
本研究では、2012 年転換課題に着目する。

国際人権 A 規約 13 条（教育への権利／無償
教育の漸進的導入）、日本国憲法 26 条（教
育を受ける権利／能力に応じて、ひとしく）
及び教育基本法 4 条（教育の機会均等／経済
的地位による差別禁止／奨学の措置）等を編
み直して、義務教育後の後期中等・高等教育
の権利性と無償性を原理的に問い直す。加え
て、高校・大学等の教育拡大を推進する国の
政策、地方自治体の施策、法人の経営を分析
し、背後にある現状認識や若者（人材）育成・
地域創生・貧困対策・学生（生徒）確保等の
論理を析出する。さらに、家族負担主義から
転換しつつある韓国やアジア諸国等とも比
較する。これらを通して、「無償教育の漸進
的導入」へ転換する具体策を提示する。 
３．研究の方法 
2015 年度は、研究代表者 1名・研究分担者

9 名等により①基礎理論研究、②政策施策経
営研究、③国際比較研究の 3グループを編成
し、全体会議 1回、公開研究会 5回、特別企
画2回、日韓シンポを開催した。2016年度は、
研究分担者を 18 名に倍増し、①無償思想、
②法原理・学生調査・米国、③政策動向・経
営評価、④高校教育・高大連携、⑤青年期教
育、⑥地域研究(1)北海道、⑦地域研究②山
陰、⑧アジア研究の 8グループを編成し、全
体会議 1回、公開研究会 5回、特別企画 2回、
日韓シンポを開催した。2017 年度は同様の体
制で、全体会議 1回、公開研究会 7回、特別
企画 2回、日欧シンポを開催した。 
４．研究成果 
①無償思想 
 無償思想に関して、原始共産制からの人類
史を踏まえた考察、古代ギリシアからの学苑
史や中世からの大学史をふまえた考察、贈与
交換論を踏まえた考察を進めた。保育・教育
の無償化は、人々が幸せに暮らし、社会や経
済が持続的に発展していくためのインフラ

整備（水道・電気・ガス等と同様）であり、
子育てや教育を社会的・共同的に推し進める
課題である。権利保障・格差解消のために公
費教育をいかに充実していくか、知恵を出し
合って合意形成することが肝要である。 
②法原理、学生調査、米国研究 
 Coomans 教授によれば、国際人権 A規約 13
条の「教育への権利 Right to Education」は
人権 Human Right として認識されなければな
らず、「教育への権利」は「empowerment right」
であるとともに「key right」でもある。そ
の「教育への権利」の実現には、４Ａ 
（Availability、Accessibility、Acceptability、
Adaptability）が満たされる必要がある。A規
約は法的拘束力を持つが、実行させることは
困難を伴う。教授は「義務を遵守する能力が
ない inability」ことと、「義務を遵守する意
志がない unwillingness」ことは、区別すべ
きであると述べ、条約の解釈を国家の自由裁
量に委ねるのではなく、教育無償化の義務を
履行させるべく国家をモニターする市民の
活動が重要になってくると指摘した。 
 学生調査に関しては調査手法の開発研究
を、米国研究に関しては学費高騰の現状と対
策、奨学金の歴史的展開等の動向を把握した。 
③政策動向・経営評価 
 日本国憲法 98 条は、条約及び国際法規の
誠実遵守義務を明記している。2012 年転換課
題にもかかわらず、高校等授業料無償化制度
への所得制限の導入（2014 年）、私立大学の
学費値上げ放置、国立大学の授業料値上げ検
討などがあり、誠実遵守とはなっていない。
2016 年以降は「教育無償化」改憲論議が俄か
に登場しているが、国際人権 A規約の教育無
償化原則の遵守で対応可能である。遵守に資
する具体案として、大学授業料半額化の試算
（国公私立大学・大学院・専門学校について
国立大学授業料半額相当分 27 万円を国庫か
ら支援するとして約 7,700 億円）、経営学と
教育学との共創作業による「漸進的無償化プ
ログラム」（高等教育版）の試作を行った。 
④高校教育・高大連携／⑤青年期教育 
 「子どもから大人へ」「学校から社会へ」
という二重の移行支援、思春期・青年期の発
達保障の観点から、高校教育・高大連携／高
等教育の在り方を検討した。 
⑥地域研究(1)北海道 
 高等教育の権利保障からみた北海道の課
題は、長期にわたり教育機会が不足したこと
であり、また機会がありながらも進学できな
い／進学しない状況がある（経済問題、地元
志向など）ことである。地域の課題は長らく
地元への大学等の誘致であったが、近年は撤
退・閉鎖が相次いでいる。地域をつくり、発
展させる学習に結びつく高等教育の創造が
課題となっている。 
⑦地域研究②山陰 
 鳥取県の人口は全国で最少である。人口減
少等への危機感もあって、就学前段階、義務
教育段階、後期中等教育段階、高等教育段階



で県及び市町村の保育・教育費負担への支援
施策が様々に取組まれている。今後はそれら
を串刺しにする一貫した理念の下で国を上
回る地方施策の展開が急がれる。子ども・若
者の発達保障の視点を加え、地域ニーズと保
育教育費負担軽減からさらに無償化に向け
た地域の合意形成と意識醸成が課題である。 
⑧アジア研究 
 大韓民国憲法（第六共和国憲法／1987 年採
択）31 条は、1項で「能力に応じて、均等に
教育を受ける権利」を定め、2 項で義務教育
の無償を規定している。義務教育段階では授
業料及び学校運営支援費が不徴収であり、教
科書が無償給与となっている。さらには学校
給食、特殊教育対象者、3-5 歳の幼児教育保
育、0-2 歳の特別保育にも無償範囲が拡大し
ている。また高校段階を飛び越して、大学授
業料の半額化・給付型国家奨学金の拡充など
が進行している。文在寅政権（2017-）下で
は、大学入学金の廃止、高校授業料無償化な
ど漸進的無償化政策を加速化している。他に、
台湾、ネパール、タイについても調べた。 
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